
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基 本 財 産

　土　　地 36,835,530 0 0 36,835,530

　定期預金 10,000,000 0 0 10,000,000

46,835,530 0 0 46,835,530

特 定 資 産

684,520 240,000 0 924,520

11,030,940 0 11,030,940 0

246,000,000 0 0 246,000,000

257,715,460 240,000 11,030,940 246,924,520

304,550,990 240,000 11,030,940 293,760,050

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

基 本 財 産

　土　　地 36,835,530 36,835,530

　定期預金 10,000,000 10,000,000

46,835,530 46,835,530

特 定 資 産

924,520 924,520

246,000,000 246,000,000

246,924,520 0 246,000,000 924,520

293,760,050 0 292,835,530 924,520

　（１）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　有形固定資産　法人税法に基づく定率法

　（３）　引当金の計上基準

　　　　　　　　　　　　　　債務に基づき、当期末において発生していると認められ

　　　　　　税込方式によって会計処理している。

　改築資金積立資産

　改築資金積立資産

3　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科　　目

　退職給付引当資産

　家庭科教育振興基金積立資産

小　　　計

1　重要な会計方針

　　　　　　　　　　　　　　る額を計上している。

　（４）　消費税の会計処理

小　　　計

　退職給付引当資産

2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

合　　　計

財務諸表に対する注記

　　　　　　評価基準　最終仕入原価法　　　　評価方法　実地棚卸　　

　（２）　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　退職給付引当金　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

科　　　目

 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

 　 基本財産及び特定資産の増減額及びその内訳は、次のとおりである。

小　　　計

小　　　計

合　　　計



（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 69,512,660 56,859,574 12,653,086

什 器 備 品 5,130,697 4,733,862 396,835

74,643,357 61,593,436 13,049,921

924,520

924,520

240,000

240,000

 　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合

 　　　　要支給額を基礎として計算している。

合　　　計

5　退職給付関係

 　（１）採用している退職給付制度の概要

 　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

 　（２）退職給付債務及びその内訳

②　退職給付費用

①　退職給付債務

4　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

②　退職給付引当金

 　（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 　（３）退職給付費用に関する事項

①　勤務費用

科　　目


